
．計画期間 2022年4月1日 〜 2027年3月31日

．内容

次世代育成支援対策推進法および女性活躍推進法に基づく

株式会社 タッフサービ 行動計画
私たちのViかion あ 、い い 誰 良い 働く 出会え 社会へ、の
実現 向け 仕事 プライベートの両立支援 注力 従業員 意欲的 働 続け の 雇用
環境を整備 た 次の う 行動計画を策定

目標 課長職に占める女性管理職比率を ％以上にする。

目標 男性の育児休業取得率を ％以上にする。

2022年4⽉〜 ｜ 組織 の人材育成状況 課題を把握
2022年6⽉〜 ｜ 役職者の働 方の実態を調査 改善 向けた取 組 を検討・推進
2022年12⽉以降 ｜ 年次 従業員アンケートを実施 結果 応 必要 施策を講

2022年4⽉〜 ｜ 管理職へ法改正や会社方針を周知 理解促進を図
全従業員へ育児 仕事の両立 や い社内風土醸成のた の情報を提供

2022年5⽉〜 ｜ 前年度の取得実績やナレッ 等を公表
2022年12⽉以降 ｜ 年次 従業員アンケートを実施 結果 応 必要 施策を講



．計画期間 2022年4月1日 〜 2027年3月31日

．内容

次世代育成支援対策推進法および女性活躍推進法に基づく

株式会社 ・サービ 行動計画
私たちのViかion あ 、い い 誰 良い 働く 出会え 社会へ、の
実現 向け 仕事 プライベートの両立支援 注力 従業員 意欲的 働 続け の 雇用
環境を整備 た 次の う 行動計画を策定

目標 課長職に占める女性管理職比率を ％以上にする。

目標 男性の育児休業取得率を ％以上にする。

2022年4⽉〜 ｜ 組織 の人材育成状況 課題を把握
2022年6⽉〜 ｜ 役職者の働 方の実態を調査 改善 向けた取 組 を検討・推進
2022年12⽉以降 ｜ 年次 従業員アンケートを実施 結果 応 必要 施策を講

2022年4⽉〜 ｜ 管理職へ法改正や会社方針を周知 理解促進を図
全従業員へ育児 仕事の両立 や い社内風土醸成のた の情報を提供

2022年5⽉〜 ｜ 前年度の取得実績やナレッ 等を公表
2022年12⽉以降 ｜ 年次 従業員アンケートを実施 結果 応 必要 施策を講



．計画期間 2022年4月1日 〜 2027年3月31日

．内容

次世代育成支援対策推進法および女性活躍推進法に基づく

株式会社 タッフサービ ・ホール ィン 行動計画
私たちのViかion あ 、い い 誰 良い 働く 出会え 社会へ、の
実現 向け 仕事 プライベートの両立支援 注力 従業員 意欲的 働 続け の 雇用
環境を整備 た 次の う 行動計画を策定

目標 部長職に占める女性管理職比率を ％以上にする。

目標 男性の育児休業取得率を ％以上にする。

2022年4⽉〜 ｜ 組織 の人材育成状況 課題を把握
2022年6⽉〜 ｜ 役職者の働 方の実態を調査 改善 向けた取 組 を検討・推進
2022年12⽉以降 ｜ 年次 従業員アンケートを実施 結果 応 必要 施策を講

2022年4⽉〜 ｜ 管理職へ法改正や会社方針を周知 理解促進を図
全従業員へ育児 仕事の両立 や い社内風土醸成のた の情報を提供

2022年5⽉〜 ｜ 前年度の取得実績やナレッ 等を公表
2022年12⽉以降 ｜ 年次 従業員アンケートを実施 結果 応 必要 施策を講



．計画期間 2023年5月2日 〜 2028年3月31日

．内容

次世代育成支援対策推進法および女性活躍推進法に基づく

株式会社 タッフサービ ・オフィ マ メン 行動計画
私たちのViかion あ 、い い 誰 良い 働く 出会え 社会へ、の
実現 向け 仕事 プライベートの両立支援 注力 従業員 意欲的 働 続け の 雇用
環境を整備 た 次の う 行動計画を策定

目標 管理職に占める女性管理職比率を６ ％以上にする。

目標 フレックスタイム制の従業員の所定外労働時間を月平均20時間以内にする。
固定時間制の従業員の法定外労働時間を月平均10時間以内にする。

2023年5⽉〜 ｜ ⽉間・年間の労働時間目標を設定 適正 労働時間管理を徹底
業務の見直 やインフラ整備等 労働時間削減 必要 施策を講

2023年5⽉〜 ｜ 組織 の次世代管理職 部⻑職・課⻑職 候補の人材育成状況 課題を把握
2023年10⽉〜 ｜ 役職者の働 方の実態を調査 改善 向けた取 組 を検討・推進

役職職 あ 多様 働 方 認 ワーク・ライフ・バラン 保
環境を整備


